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  食料の安定供給の確保や農林水産業の発展に欠かせない、
知的財産である植物新品種の保護・活用と農業生産の基本とな
る優良種苗の流通確保を担う我が国唯一の種苗の管理に関す
る総合機関。   

UＰOV条約に対応した種苗法に
基づき栽培試験を実施し、育成
者権（知的財産権）の付与の根
幹となる品種特性を判定 
 
 
・優良品種の開発促進 
・付加価値の高い農産物の生産 
 が加速 
・ 世界に向けて高品質な農産物 
 の輸出を促進 
 

品種登録に係る栽培試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

水際対策を実施する税関と連
携し、日本で育種した品種を
保護 
 
 
・我が国の品種の不当な海外  
 への持ち出し、逆輸入を阻 
 止（例：日本で育成されたいぐさ品 
  種（ひのみどり）の逆輸入阻止に寄 
   与） 

・知的財産の保護・活用によ 
 る我が国農業の健全な発展 

 

品種保護Gメンによる育成
者権の侵害対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

農作物の種苗の検査 

種苗法に基づき流通段階
の種苗の表示や品質の検
査を実施 
 
 
・高品質な種苗の流通 
・高品質な農産物の供給 
 を促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ばれいしょ、さとうきび
原原種の安定供給 

北海道等畑作地域の基幹
作物である「ばれいしょ」並
びに南西諸島の基幹作物
である「さとうきび」の健全
無病な原原種（元だね）を
一元供給 
 
 
・産地に壊滅的な被害を与える 
 おそれがあるウイルス病等の 
 蔓延の防止 
 
 

ばれいしょ原原種生産 
（十勝農場） 

主な業務 

○職員数：297名(H25.4.1現在） 
 
○平成25年度予算額： 3,154百万円 
 （うち運営費交付金 2,668百万円） 
 
○本所：茨城県つくば市 
   

注）ＵＰＯＶ条約（植物の新品種の保護に関する国際条約） 
   1968年に発効した条約。加盟国は71カ国（EUを含む）。品種審査の調和、審査協力の推進、行政手続の調和等を行う。 
   

 (独)種苗管理センターの概要 
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種苗管理センターの沿革 種苗管理センターの組織 

理事長 

理事 

監事 

 品質管理監 

 情報化総括責任者（理事が兼務） 

 監査室 

 管理部 
  総務課 
  会計課 
  企画管理課 
 業務調整部 
  栽培試験課 
  品種保護対策課 
  種苗検査課 
  種苗生産課 
  病害検査課 
  調査研究調整役 

 北海道中央農場（北海道北広島市） 

   後志分場（北海道虻田郡真狩村） 

 胆振農場（北海道勇払郡安平町） 

 十勝農場（北海道帯広市幸福町） 

 上北農場（青森県上北郡七戸町） 

 嬬恋農場（群馬県吾妻郡嬬恋村） 

 八岳農場（長野県茅野市） 

 西日本農場（岡山県笠岡市） 

 雲仙農場（長崎県雲仙市瑞穂町） 

 鹿児島農場（鹿児島県熊毛郡中種子町） 

 沖縄農場（沖縄県国頭郡東村） 

 本所 
（茨城県つくば市） 

農林省馬鈴薯原原種農場等を設置 （昭和２２年） 

種苗の表示や品質の検査を行う農林省種苗検査室を設置 
（昭和２４年） 

鹿児島にさとうきび原原種農場を設置 （昭和４０年） 

沖縄にさとうきび原原種農場を設置 （昭和５３年）   

栽培試験、種苗検査、原原種生産を一体的に実施する農林
水産省種苗管理センターを設置 （昭和６１年）    

独立行政法人種苗管理センターに移行 （平成１３年）      

 【独立行政法人化】 

 （平成１８年４月１日：非公務員化） 
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